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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第９期第２四半期連結累計（会計）期間及び第９期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．平成23年１月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っております。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第９期 

第２四半期 
連結累計期間 

第10期 
第２四半期 
連結累計期間 

第９期 
第２四半期 
連結会計期間 

第10期 
第２四半期 
連結会計期間 

第９期 

会計期間 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
１月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（千円）  2,053,996  2,395,010  1,141,187  1,206,879  4,511,129

経常利益（千円）  217,398  326,688  140,964  171,250  549,447

四半期（当期）純利益（千円）  113,454  189,386  73,804  106,109  310,858

純資産額（千円） － －  2,316,892  2,508,114  2,370,322

総資産額（千円） － －  3,036,756  3,207,364  3,142,209

１株当たり純資産額（円） － －  92,830.31  501.15  94,932.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 4,553.49  37.96  2,962.12  21.25  12,476.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  37.82  －  21.18  －

自己資本比率（％） － －  76.2  78.1  75.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 109,200  20,006 － －  341,507

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △35,354  △56,771 － －  △67,335

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △43,752  △56,227 － －  △68,668

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  606,805  689,223  782,216

従業員数（人） － －  83  95  87



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております）であり、臨時雇用者数（パ

ートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者

数の記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、

人材会社からの派遣社員を含む。）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者数の記載を省略

しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年６月30日現在

従業員数（人）  95

  平成23年６月30日現在

従業員数（人）  77



 当社グループは、産業機器用製品関連事業の単一事業であるため品目別に記載しております。 

  

(1）生産実績 

 当社グループは製造工場を持たず外部の協力工場に生産委託しているため、生産実績は記載しておりません。 

(2）製品仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の製品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは、原則として過去の製品販売状況、市場の需給動向等を勘案し見込生産方式による生産を行って

いるため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

    ２．本表の金額には、消費税は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

汎用機器        （千円）  317,409  88.4

アプリケーション機器  （千円）  321,228  102.6

合計（千円）  638,638  95.0

品目 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

汎用機器        （千円）  584,658  94.0

アプリケーション機器  （千円）  622,220  119.9

合計（千円）  1,206,879  105.8

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＳＩＣＫ ＡＧ社  707,998  62.0  653,121  54.1



 当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

  

(1）業績の状況 

  当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１月～６月30日）におけるわが国経済は、３月11日に発生した東日本

大震災の影響により、景気の先行きは不透明な状態が続いております。 

  当社グループの属する制御機器業界におきましては、中国をはじめとする新興国での経済成長に伴う需要拡大に

加え、国内においても半導体・電子部品・自動車業界を中心に設備投資需要は堅調に推移しました。  

  このような経営環境の中で当社グループは、「高品質、だけど低価格。」を営業方針とし、汎用機器は、欧州及

び中国を中心に堅調に推移し、アプリケーション機器におきましても、液晶関連など特定用途向けに好調に推移い

たしました。 

  以上の結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は、12億６百万円（前年同四半期比5.8％

増）、また利益につきましては、営業利益は１億61百万円（同18.6％増）、経常利益は１億71百万円（同21.5％

増）、四半期純利益は１億６百万円（同43.8％増）となりました。 

  

(2）財政状態の状況 

（資産の部） 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末と比較して65百万円増加し、32億７百万円と

なりました。主な要因は、現金及び預金が92百万円減少し、また売上債権が２億３百万円増加したことによるもの

です。 

（負債及び純資産の部） 

 当第２四半期連結会計期間末の負債の残高は、前連結会計年度末と比較して72百万円減少し、６億99百万円とな

りました。主な要因は、買掛金が51百万円増加し、また未払法人税等が１億20百万円減少したことによるもので

す。純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して１億37百万円増加し、25億８百万円となりました。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期間末

と比較して25百万円増加し、６億89百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、57百万円（前年同四半期は16百万円の収入）となりました。これは主に、売上

債権の増加70百万円及び未収消費税等の増加19百万円により資金が減少しましたが、税金等調整前四半期純利益１

億71百万円による資金の増加があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は、33百万円（前年同四半期は19百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得32百万円及び無形固定資産の取得に１百万円使用したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は、１百万円（前年同四半期は３百万円の支出）となりました。これは、ストッ

ク・オプションの行使に伴う株式の発行によるものです。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(5）研究開発活動  

  当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31,975千円であります。 

  なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

  

  

  

第３【設備の状況】



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２．「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。  

  

     会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   平成20年３月27日定時株主総会決議及び平成20年11月12日取締役会決議 

（注）１．新株予約権の行使の条件 

     新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員の地位にあ

ることを要するが、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、または定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限りではない。ただし、その権利行使はその地位を喪失した１年間とする。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  16,000,000

計  16,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月10日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  4,997,600  4,997,600

株式会社大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

100株  

計  4,997,600  4,997,600 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  178

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）３ 35,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３ 421

新株予約権の行使期間 
自 平成22年12月２日 

至 平成24年11月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格                 （注）３ 

資本組入額                           （注）３

521

261

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を必要とする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 



   ２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

     当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存

する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以

下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。 

    ①交付する再編対象会社の新株予約権の数                               

     残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

    ②新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類 

     再編会社の普通株式とする。 

    ③新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数 

     組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して決定する。 

    ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

     組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記③に従って決定される株式の数を乗じて得られ

る金額とする。 

    ⑤新株予約権を行使することができる期間 

     残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。 

    ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限 

     各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

    ⑦その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。  

３．平成23年１月１日付で普通株式１株を200株に分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株

予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額の調

整を行っております。 

  

  

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

（注）新株予約権の行使による増加であります。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日  

（注） 

 5,000  4,997,600  1,301  550,273  1,301  557,847



  

（６）【大株主の状況】

  平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オプテックス株式会社  滋賀県大津市雄琴5丁目8番12号  2,720,000  54.42

ＩＤＥＣ株式会社  大阪市淀川区西宮原1丁目7－31   200,000  4.00

小國 勇  京都市中京区   166,800  3.33

ニチコン株式会社  京都市中京区烏丸通御池上る二条殿町551   80,000  1.60

北陽電機株式会社  大阪市中央区常盤町2丁目2-5大阪HUビル   80,000  1.60

オフロム株式会社  福井県福井市三留町72-10   57,400  1.14

小林 徹  滋賀県大津市  56,000  1.12

岩田 俊彦  滋賀県栗東市   45,800  0.91

湯口 翼  滋賀県守山市   40,200  0.80

株式会社山正マーケティングサービス 滋賀県大津市秋葉台24-37   40,000  0.80

計 －  3,486,200  69.75



①【発行済株式】 

    

②【自己株式等】 

  

   

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,997,471  49,974

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

単元未満株式 普通株式          129 － － 

発行済株式総数  4,997,600 － － 

総株主の議決権 －  49,974 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円）  792  794  795  791  830  810

最低（円）  708  724  458  621  720  737

３【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。  

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。   

  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 689,223 782,216

受取手形及び売掛金 1,032,761 829,526

製品 273,388 302,937

仕掛品 9,646 6,996

原材料及び貯蔵品 79,932 87,473

繰延税金資産 30,996 37,589

その他 139,447 162,348

貸倒引当金 △293 △235

流動資産合計 2,255,103 2,208,852

固定資産   

有形固定資産 ※  97,863 ※  73,517

無形固定資産   

ソフトウエア 53,429 58,710

その他 1,988 1,988

無形固定資産合計 55,418 60,698

投資その他の資産   

投資有価証券 601,024 574,960

繰延税金資産 146,343 153,505

その他 51,610 71,305

貸倒引当金 － △630

投資その他の資産合計 798,978 799,140

固定資産合計 952,260 933,356

資産合計 3,207,364 3,142,209

負債の部   

流動負債   

買掛金 256,224 205,167

未払法人税等 130,081 250,339

賞与引当金 13,256 12,261

役員賞与引当金 3,900 －

その他 139,512 159,908

流動負債合計 542,974 627,677

固定負債   

退職給付引当金 87,437 80,249

役員退職慰労引当金 68,838 63,961

固定負債合計 156,275 144,210

負債合計 699,249 771,887



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 550,273 546,525

資本剰余金 557,847 554,098

利益剰余金 1,504,239 1,377,142

株主資本合計 2,612,360 2,477,765

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △107,792 △112,425

評価・換算差額等合計 △107,792 △112,425

新株予約権 3,547 4,982

純資産合計 2,508,114 2,370,322

負債純資産合計 3,207,364 3,142,209



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,053,996 2,395,010

売上原価 1,163,958 1,372,652

売上総利益 890,037 1,022,358

販売費及び一般管理費 ※  689,184 ※  716,502

営業利益 200,852 305,856

営業外収益   

受取利息 1,632 1,113

受取配当金 148 171

技術指導料 2,400 2,400

保険解約返戻金 7,405 －

持分法による投資利益 3,718 18,285

その他 2,403 88

営業外収益合計 17,707 22,058

営業外費用   

支払利息 50 －

売上割引 975 1,203

その他 136 23

営業外費用合計 1,162 1,226

経常利益 217,398 326,688

特別利益   

固定資産売却益 － 232

その他 － 33

特別利益合計 － 266

特別損失   

固定資産除却損 － 578

特別損失合計 － 578

税金等調整前四半期純利益 217,398 326,377

法人税、住民税及び事業税 127,019 126,380

法人税等調整額 △20,806 10,609

法人税等合計 106,213 136,990

少数株主損益調整前四半期純利益 － 189,386

少数株主損失（△） △2,269 －

四半期純利益 113,454 189,386



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 1,141,187 1,206,879

売上原価 648,009 694,000

売上総利益 493,177 512,878

販売費及び一般管理費 ※  356,690 ※  351,029

営業利益 136,487 161,848

営業外収益   

受取利息 808 529

受取配当金 148 171

技術指導料 1,200 1,200

法人税等還付加算金 1,678 －

保険解約返戻金 3,964 －

持分法による投資利益 － 8,079

その他 527 62

営業外収益合計 8,326 10,043

営業外費用   

支払利息 15 －

売上割引 500 640

持分法による投資損失 3,286 －

その他 46 0

営業外費用合計 3,849 640

経常利益 140,964 171,250

特別利益   

固定資産売却益 － 232

特別利益合計 － 232

税金等調整前四半期純利益 140,964 171,483

法人税、住民税及び事業税 66,477 57,997

法人税等調整額 1,315 7,376

法人税等合計 67,792 65,374

少数株主損益調整前四半期純利益 － 106,109

少数株主損失（△） △633 －

四半期純利益 73,804 106,109



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 217,398 326,377

減価償却費 26,165 32,965

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,434 995

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4,000 3,900

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,541 7,188

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,877 4,877

貸倒引当金の増減額（△は減少） 99 △572

受取利息及び受取配当金 △1,780 △1,284

支払利息 50 －

持分法による投資損益（△は益） △3,718 △18,285

固定資産除売却損益（△は益） － 345

売上債権の増減額（△は増加） △302,393 △203,235

たな卸資産の増減額（△は増加） △99,605 34,439

仕入債務の増減額（△は減少） 141,249 51,056

未収消費税等の増減額（△は増加） 9,412 38,660

その他 94,970 △15,795

小計 108,701 261,630

利息及び配当金の受取額 1,593 1,159

利息の支払額 △50 －

法人税等の支払額 △1,044 △242,783

営業活動によるキャッシュ・フロー 109,200 20,006

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △24,710 △42,097

有形固定資産の売却による収入 － 300

無形固定資産の取得による支出 △10,843 △15,173

貸付金の回収による収入 200 200

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,354 △56,771

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △6,378 －

株式の発行による収入 － 6,062

配当金の支払額 △37,374 △62,290

財務活動によるキャッシュ・フロー △43,752 △56,227

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,093 △92,992

現金及び現金同等物の期首残高 576,712 782,216

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  606,805 ※  689,223



  

  

  

   簡便な会計処理については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

   該当事項はありません。  

   該当事項はありません。    

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これによる当第２四半期連結累計期間の損益への影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 前第２四半期連結会計期間において無形固定資産の「その他」に含めておりました「ソフトウエア」は、重要性

が増したため、区分掲記しました。 

 なお、前第２四半期連結会計期間の「その他」に含まれている「ソフトウエア」は50,111千円であります。 

  

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

356,185 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

346,639

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  110,986千円 

役員報酬  57,422  

給料 146,685  

退職給付費用  10,412  

賞与引当金繰入額  18,340  

役員賞与引当金繰入額  4,000  

役員退職慰労引当金繰入額  4,877  

研究開発費  74,974  

貸倒引当金繰入額  99  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  126,281千円 

役員報酬  50,172  

給料 166,473  

退職給付費用  11,268  

賞与引当金繰入額  10,068  

役員賞与引当金繰入額  3,900  

役員退職慰労引当金繰入額  4,877  

研究開発費  67,610  

貸倒引当金繰入額  58  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  62,911千円 

役員報酬  28,711  

給料 87,256  

退職給付費用  4,577  

賞与引当金繰入額  2,357  

役員賞与引当金繰入額  2,300  

研究開発費  40,918  

貸倒引当金繰入額 60  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  62,989千円 

役員報酬  26,961  

給料 84,373  

退職給付費用  6,435  

賞与引当金繰入額  10,068  

役員賞与引当金繰入額  2,600  

研究開発費  31,975  

貸倒引当金繰入額 11  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成22年６月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 606,805

現金及び現金同等物 606,805

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成23年６月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 689,223

現金及び現金同等物 689,223



当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至

平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式         4,997,600株 

   

２．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権  

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高    親会社  3,547千円 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当金の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの 

  

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月25日 

定時株主総会 
普通株式  62,290  2,500 平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成23年８月２日 

取締役会 
普通株式  49,976  10  平成23年６月30日  平成23年９月５日 利益剰余金 



 前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

 当社グループの事業は、電子機器関連事業のうち産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並びにこれらの付

帯業務の単一事業であるため、該当事項はありません。  

  

  

 前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１. 地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２. 各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

      欧州  ……………ドイツ 

      アジア……………中国、台湾、韓国 

      その他……………北米、中南米 

    ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

 当社グループは、工場の製造ラインや物流、搬送業のラインの自動化、省力化のための産業用センサ、検査装

置について包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しており、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並

びにこれらの付帯業務の単一事業であるため記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  707,824  112,795  12,627  833,247

Ⅱ 連結売上高（千円）                    1,141,187

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 62.0  9.9  1.1  73.0

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,207,462  203,895  27,215  1,438,572

Ⅱ 連結売上高（千円）                    2,053,996

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 58.8  9.9  1.3  70.0

【セグメント情報】



１．１株当たり純資産額 

 （注）当社は、平成23年１月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計

年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は474.66円でありま

す。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

２．当社は、平成23年１月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結

会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期連結累計期間に係る１株当たり四半期

純利益金額は22.77円であります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 501.15円 １株当たり純資産額 94,932.58円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 4,553.49円 １株当たり四半期純利益金額 37.96円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
37.82円

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  113,454  189,386

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  113,454  189,386

期中平均株式数（株）  24,916  4,988,569

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  18,610

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

－ － 



 （注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

２．当社は、平成23年１月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結

会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期連結会計期間に係る１株当たり四半期

純利益金額は14.81円であります。 

  

     該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2,962.12円 １株当たり四半期純利益金額 21.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
21.18円

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  73,804  106,109

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  73,804  106,109

期中平均株式数（株）  24,916  4,993,776

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  16,887

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

－ － 

（重要な後発事象）



 平成23年８月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………49,976千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年９月５日 

 （注） 平成23年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

   

２【その他】



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月６日

オプテックス・エフエー株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石田  昭  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 関口 浩一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス・

エフエー株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月５日

オプテックス・エフエー株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石田  昭  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 関口 浩一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス・

エフエー株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４

月１日から平成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  
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